
【事務事業シート】
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

2

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

令和７年度　　事後評価シート

当初
事　項 重要文化財等保存修理費補助金 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要
国指定文化財等の保存修理事業等に要する経費を補助する。

始期 1971

83 件 目標値 89

終期

Ｋ  P  Ｉ

県の補助により適正な保存修理が行われた国指定文化財数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 91 件 実績値 件

件

実績値 77 件 実績値 82 件 実績値 86 件

件 目標値 95 件 目標値 101R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
20532 千円

最終現計

予算額
12637 千円

最終現計

予算額

96.6 ％ 達成率 95.8 ％ 達成率
ストック

/フロー
ストック 達成率 98.8 ％ 達成率

16283 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 12737 千円 決算額 11832 千円千円 決算額 14206 千円 決算額

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 2077 千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
国庫補助事業の申請数が当初想定していた事業数に満たなかったため等。

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、８年度以降もKPIは目標達成すると考えられるこ

とから、８年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定していない。

当初
事　項 文化財保存顕彰事業費補助金 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要

文化財の適正な保存管理と活用を図るため、県指定文化財の文化財保存顕彰事業に要す

る経費を補助する。

始期 1957

終期

Ｋ  P  Ｉ

県の補助により適正な保存管理がされるようになった県指定文化財件数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 89 件 目標値 95 件 目標値 101 件 目標値 107 件

実績値 83 件 実績値 91 件 実績値 件件 実績値 109

ストック

/フロー
ストック 達成率 102.25 ％ 達成率

件 実績値 99

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
9369 千円

最終現計

予算額
9393 千円

最終現計

予算額

104.2 ％ 達成率 107.9 ％ 達成率

6893 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 8331 千円 決算額 8464 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 2126

千円 決算額 4767 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、８年度以降もKPIは目標達成すると考えられるこ

とから、８年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定していない。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

4

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初
事　項 国指定文化財管理費補助金 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要

国指定文化財の建造物防災設備の保守点検や環境整備など、文化財の管理に関する事業

に対して補助を行う。

始期 1979

終期

Ｋ  P  Ｉ

国・県の補助により適正な維持管理が継続されている国指定文化財の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
4417 千円

最終現計

予算額
4289 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

5129 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 4002 千円 決算額 4144 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 306

千円 決算額 4823 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、８年度以降もKPIは目標達成すると考えられるこ

とから、８年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定していない。

当初
事　項 県内遺跡発掘調査費 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要

県等が事業主体となる土木工事予定地での埋蔵文化財の確認調査（踏査、試掘）及び発

掘調査を実施し、文化財保護行政の円滑な推進を図る。

始期 1996

終期

Ｋ  P  Ｉ

埋蔵文化財の試掘調査の事業完了率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
410114 千円

最終現計

予算額
378637 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

393531 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 404436 千円 決算額 378390 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 10015

千円 決算額 383516 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、８年度以降もKPIは目標達成すると考えられるこ

とから、８年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定していない。



5

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

6

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初
事　項 県指定文化財デジタル化保存・活用推進事業費 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要

デジタル技術を活用した文化財資料（測量データ）の収集・保存により、文化財の散

逸・消滅対策を講じるとともに、その資料を活用した文化財の魅力発信等による普及啓

発を通して、次世代への確実な継承を図る。

始期 2025

終期 2027

Ｋ  P  Ｉ

デジタル化により、散逸・消滅対策が図られた 県指定文化財の件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 目標値 4 件

実績値 件 実績値 件 実績値 件実績値 2実績値

目標値 2 件 目標値

最終現計

予算額
千円

決算額 千円

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

決算額

千円 不用額 千円

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額

％ 達成率 100 ％ 達成率

22500 千円

実績値実績値 55

Ｋ  P  Ｉ

決算額 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 9174

千円 決算額 13326 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、８年度以降もKPIは目標達成すると考えられるこ

とから、８年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定していない。

耐震診断進捗率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 目標値 目標値 100 目標値

ストック

/フロー
フロー 達成率 ％ 達成率

実績値実績値実績値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額

％ 達成率 55 ％ 達成率

18762 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 千円

繰越額 8260 千円 繰越額 千円

不用額 473

千円 決算額 10029 千円 決算額

見直し方向性 維持

８年度にKPIは目標達成すると考えられることから、８年度の執行方法の見直しは想定していない。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
図面復元審査・耐震診断評定会審査に不測の日数を要したため、未達成となった。

※終期延長（R7→R8）R8目標値100％

総括

当初
事　項 衣山埋蔵文化財管理施設耐震診断事業費 予算主管課 文化財保護課

事　業

概　要

老朽化の著しい衣山埋蔵文化財管理施設の利用者等の安全確保や出土品の適切な保存と

活用を図るため、耐震診断を行い、施設の今後のあり方を検討する。

始期 2025

終期 2025


